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〈要　　旨〉
　更生保護制度の基本法である「更生保護法」が平成 20（2008）年に全面施行され、前年
の「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律」と併せ見て、社会内処遇も施設内処
遇も、規定上はそれぞれ新しい段階に入ったと思われる。しかしながらそれらの処遇が最善の
効果を上げるために必要不可欠な「地域社会の理解と協力」は、果たして同じように次なる段
階へと歩みを進めることが出来ているのであろうか。犯罪を犯した人や非行をした人の再犯防
止や立ち直り支援について、国民の意識の中には未だ地域の問題として捉えることは難しい様
子が様々な調査から見て取れる。
　しかし地域で発生する犯罪や非行はまさしく地域の問題であり、そして地域の住民でもある
犯罪を犯した人や非行をした人の再犯を防止し、健全な社会の一員として受け入れていくとい
うことも、同じく地域の問題なのである。よって、更生保護における犯罪予防活動をそれぞれ
の地域に応じた形で有機的に展開することは、社会全体の利益に具することについては論をま
たないといえよう。犯罪予防活動の定義は多岐にわたっているが、なかでも更生保護における
犯罪予防活動はその具体的な対象が明確でないとの指摘が多い。社会を明るくする運動も第
60 回を迎えたが、更生保護における犯罪予防の必要性は自分の地域と切り離せない問題だと
国民誰もが意識できるよう「マンネリズム」を恐れず、明確なコンセプトを強く発信し続けるこ
とが必要である。
〈キーワード〉
更生保護制度　犯罪予防活動
Ⅰ　はじめに
　昨今、地域住民活動を推進していく上でのキーワードで「安心・安全」が挙げられる
ことが多い。これらはその備えるべき対象として、「地震」「火災」などの自然災害、ま
た「交通事故」「犯罪」などといった法令に触れるものまで幅広く設定しているが、中で
も「防犯活動」は、国民の体感治安の悪化に伴い多くの地域で実施されている。その場合、
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警察行政との連携のもと、「パトロール」活動に主軸を置いたものをよく目にする。「青
色パトライトでの巡回」「戸締り確認運動」「監視カメラ設置推進」など物理的側面から
の犯罪予防、直截的な言い方をすると、「犯罪が起こらないように監視する。取り締まる」
という一般的にイメージされやすい活動である。もっとも警察法においても警察の目的
として「犯罪の予防1」を責務として挙げており、また犯罪予防は極めて地域的な取り組
みを必要とするものから、地域住民とともに活動することは相互信頼や補完関係の醸成
にもつながり意味があるものと認められる。
　しかし犯罪予防活動は警察行政に依るものだけではない。更生保護の基本法たる更生
保護法の第 1 条には、3 つの目的が掲げられている。すなわち、①犯罪をした者及び非
行のある少年に対し、社会内において適切な処遇を行うことにより、再び犯罪をするこ
とを防ぎ、又はその非行をなくし、これらの者が善良な社会の一員として自立し、改善
更生することを助ける②恩赦の適正な運用を図る③犯罪予防の活動の促進等を行う、で
あり、制度の目的の一つとして「犯罪予防の活動」はここに規定されている。
　「社会を保護し、個人及び公共の福祉を増進すること」という更生保護法の究極目的と
するところを達成するために「犯罪予防の活動」は不可欠であり、この規定は警察法や
地方自治法等にある「犯罪の予防」「防犯」といった規定以上に具体的なものである。
　しかるに更生保護における犯罪予防活動は、未だ市民の理解を得にくいのであろうか。
本研究では、『犯罪者予防更生法』（昭和 24 年 5 月 31 日法律第 142 号）施行以降の犯
罪予防活動、その中でも「社会を明るくする運動」を中心にその進展を概観する。
1 　研究の視点
　「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律」が平成 19（2007）年 6 月 1 日に
施行され、明治 41（1908）年に施行後約 100 年もの間続いた「監獄法 2」が廃止され
た。これは矯正施設でのいわゆる施設内処遇を中心としたあり方を大きく変えるもので
あり、社会科学の進歩と人権意識の高まりと歩みを合わせた結果といえよう。そして時
ほぼ同じくして 3、社会の中で適切な処遇を行うことにより非行や罪を犯した者の改善更
生を図る社会内処遇をさらに推し進めるべく、更生保護制度の基本法である「更生保護法」
が平成 20（2008）年に全面施行された。これは昭和 24（1949）年施行の「犯罪者予防
更生法」と昭和 29（1954）年施行の「執行猶予者保護観察法」が整理統合された形の、
当該制度における約 60 年ぶりの改正と言える。
　このように施設内処遇も社会内処遇も、規定上はそれぞれ新しい段階に入ったと思わ
れるが、それらの処遇が最善の効果を上げるために必要不可欠な「地域社会の理解と協力」
は、果たして同じように次なる段階へと歩みを進めることが出来ているのであろうか。
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2 　研究の目的
　犯罪予防活動の定義は多岐にわたっているが、なかでも更生保護における犯罪予防活
動はその具体的な対象が明確でないとの指摘が多い。犯罪の一般予防的な側面での活動
は、地域において様々な団体が多様な活動を繰り広げているものの、特別予防的な側面
での活動は地域社会においては具体的に目に見える活動としてはイメージしにくいので
あろう。このように更生保護における犯罪予防活動においては、活動の目的に「犯罪を
犯した者や非行をした者の立ち直りを支援する」という、社会で生活している市民にとっ
て一見直接的に関係はないと思われている概念も含まれることが、有力な理由としてあ
げられる。平成 21 年 11 月 26 日から 12 月 6 日にかけて内閣府が実施した世論調査に
よると 4、「更生保護の観点から、犯罪を犯した人の再犯を防止するためには、具体的に
どのようなことが必要だと思うか」との質問に、「保護観察官や保護司による一人一人
の問題性に応じたきめ細やかな指導を充実強化する」が 60.6％と最も高かった。ついで
「被害者の心情を理解させる」が 38.4％、「家庭や学校の教育・指導機能を向上する」が
36.1％、「犯罪を地域の問題として捉え、地域ぐるみで立ち直りを援助する」ことに関し
ては 33.8％となっており、国民の意識の中には未だ地域社会の問題として捉えることは
難しい様子が見て取れる。
　しかし地域で発生する犯罪や非行はまさしく地域の問題であり、そして地域の住民で
もある犯罪を犯した人や非行をした人の再犯を防止し、健全な社会の一員として受け入
れていくということも、同じく地域の問題なのである。よって、更生保護における犯罪
予防活動をそれぞれの地域に応じた形で有機的に展開することは、社会全体の利益に具
することについては論をまたないといえる。
　このことを踏まえて本研究では、更生保護における犯罪予防活動の代表的な国民運動
である「社会を明るくする運動」の 60 年に着目し、その歴史的展開と時折の課題を整理
することを雑誌「更生保護」の記述を中心に試みる。よって更生保護における犯罪予防
活動が持つ、今後の可能性を浮かび上がらせることを目的としたい。
　なお、雑誌「更生保護」を対象にした根拠は以下の 2 点に依る。①更生保護制度の地
域での担い手である保護司、その全てが購読している雑誌であること②更生保護法の前身
でもある犯罪者予防更生法の施行前から創刊されている雑誌であること、である。創刊は
昭和 22（1947）年 4 月、平成 22 年度現在 5 万 5550 部が発行されている月刊誌である。
Ⅱ　本研究課題周辺の整理
1 　犯罪予防活動が向かうべき「犯罪」とは何か
　我々の社会は、法律や道徳は順守されるもの、といったお互いへの信頼感によって成
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立っているゆえ、犯罪や非行といった行為は、社会の安寧秩序に対する挑戦と裏切りと
捉えられる。そしてそのような行為を行った者は、許さない、我々の社会から排除すべ
きだといった感情の発露は当然のものといえる。そしてその犯罪の発生を予防する「犯
罪予防活動」の輪郭を明確にするためには、まず犯罪とは何か、という定義から整理し
なければならないが、一般に刑法学上においては、犯罪とは構成要件に該当する違法・
有責な行為とされている。そしてこの犯罪を予防するためには、犯罪原因と考えられる
ものを取り除くことを考えていくことになるが、しかしその原因は多くの条件の複合体
であって、取り除くことは容易ではない。R. K. マートン（Robert King Merton）は、
社会から犯罪がなくならないのは、その社会に構造化されている機能に着目する必要が
あると述べている。これに従うと我々は非行や罪を犯した人への道徳的な非難や処罰だ
けでは犯罪の発生を予防することは困難であり、犯罪が果たしている社会的機能を別の
機能で補うことによりその目的は達成されるのである。
2 　「更生保護における」犯罪予防活動とは何か
　刑罰の機能として、その存在が適正に執行されることによる威嚇により一般人による
犯罪の発生を未然に防ぐという考えの「一般予防」と、すでに犯罪を行った者に対して
刑罰を科すことにより再び犯罪を起こすことを防ぐという考えの「特別予防」があると
されている。「犯罪予防活動」の意味する多くは、警察による警羅や地域住民による防犯
パトロールなどによる一般予防的側面を示すことが多いが、更生保護における犯罪予防
活動は、保護観察を中心とした社会内処遇における特別予防的な側面も有していること
がまず特徴であろう。更生保護は刑事政策に属するものであるが、刑事政策と社会政策
とはその領域が判然ならざるところが多い。FV. リスト（Franz v. Liszt）は、「労働者
階級の全部の状態の向上を、平和に、しかし確実に目指していく社会政策は、同時に最
も良い最も有効な刑事政策である」と述べているが、まさに今言われるところの「司法
と福祉の連携」が進むところにこそ、犯罪原因の排除もしくは減少が見出されるのである。
　「犯罪予防（crime prevention）」とは、具体的に第一に軽微な状態の非行者を発見し、
その後の発展を防止すること（早期発見、早期治療）、第二は、犯罪に対抗する手段を講
ずること（被害発生の予防）、第三は、犯罪の発生しないような福祉的活動（原因発生の
予防）5 と「犯罪学事典」にまとめられている。
　犯罪予防について我が国では、関係条文として警察法（第二条）等において規定され
ているが、特に具体的な方向を指し示しているわけではない。翻って更生保護の基本法
である「更生保護法」では第二十九条にて、「犯罪の予防を図るため、世論を啓発し、社
会環境の改善に努め、及び地域住民の活動を促進すること。」そして「保護司法」におい
ては第一条にて、「犯罪の予防のため世論の啓発に努め、もつて地域社会の浄化をはかり、
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個人及び公共の福祉に寄与すること」と、それぞれ犯罪予防に関する規定に行を割かれ
ている。更生保護制度における犯罪予防は、まず第一に保護観察の適正な運用を図るこ
とで対象者の再犯を防ぎ、健全な社会の一員として更生させることによる「犯罪防止」
が挙げられる。その際社会内処遇である保護観察の成果を達成するためには、更生保護
に対する社会一般の理解と協力がなければ期待することは難しい。よって世論に対する
啓発活動を行い社会復帰をスムースにする土壌を整えることは、保護観察対象者の再犯
防止につながるのである。次はそもそも犯罪や非行が発生しない社会環境・地域環境を
整える、という視点での「犯罪防止」である。これは普段からそれぞれの地域において
犯罪が発生する要因を整理し、改善していくという活動のことを指す。
　上記に述べた保護観察に関する事務は、法務省保護観察所を中心とした更生保護官署
の専権に属するものであるが、地域における犯罪予防活動となると、地方自治体法や警
察法においてもそれぞれ「防犯」という言葉を使った「犯罪予防活動」を行うことと規
定されており、それに関係する機関や団体が多いために、活動の目的や切り口が多様化
しやすくなっている。それらの活動の枠組みにおいて更生保護における犯罪予防活動は、
世論だけでなくそれぞれの地域社会に応じた活動を求められるだけに対象が漠然とし、
また一般予防と特別予防とを併せた射程を定めることが極めて困難であるといえる。そ
れだけに実際に活動に携わる人だけでなく、市民からも活動の対象と目的が明確でない
と感じられている部分も多いことが、現在の更生保護における犯罪予防活動の立ち位置
であろう。
3 　更生保護関連法規に見る犯罪予防活動の規定
　『更生保護法』（平成 19 年 6 月 15 日法律第 88 号）の第一条には法の目的として、以
下の条文が明記されている。（下線部筆者）
第一条（目的）
　この法律は、犯罪をした者及び非行のある少年に対し、社会内において適切な処遇を行
うことにより、再び犯罪をすることを防ぎ、又はその非行をなくし、これらの者が善良な
社会の一員として自立し、改善更生することを助けるとともに、恩赦の適正な運用を図る
ほか、犯罪予防の活動の促進等を行い、もって、社会を保護し、個人及び公共の福祉を増
進することを目的とする。
　ここでは、「社会を保護し、個人及び公共の福祉を増進すること」という究極的目的の
ために、次の 3 つの法の目的が掲げられている。すなわち、①犯罪をした者及び非行の
ある少年に対し、社会内において適切な処遇を行うことにより、再び犯罪をすることを
防ぎ、又はその非行をなくし、これらの者が善良な社会の一員として自立し、改善更生
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することを助ける②恩赦の適正な運用を図る③犯罪予防の活動の促進等を行う、ことで
ある。ここに規定されていることからも「犯罪予防活動」は更生保護における重要な目
的のひとつであるが、この条文はどのような背景ののちに現れたのか、その変遷を辿っ
てみたい。本法は犯罪者予防更生法と執行猶予者保護観察法が整理・統合されたもので
あることを鑑み、この二つの法律の条文の中で現在に至るものを拾い出してみる。
　『犯罪者予防更生法』（昭和 24 年 5 月 31 日法律第 142 号）の条文では、以下の通り
である。（下線部筆者）
第一条（この法律の目的）
　この法律は、犯罪をした者の改善及び更生を助け、恩赦の適正な運用を図り、仮釈放、
仮出場及び仮退院その他の関係事項の管理について公正妥当な制度を定め、犯罪予防の活
動を助長し、もつて、社会を保護し、個人及び公共の福祉を増進することを、目的とする。
2　すべて国民は、前項の目的を達成するために、その地位と能力に応じ、それぞれ応分
の寄与をするように努めなければならない。
そして、この規定に見合うものとして次の規定が置かれていたが、
第一七条（地方委員会の権限）第四項（※第 1 ～第 3 項省略。下線部筆者。）
四　地方少年委員会及び地方成人委員会は、それぞれ、犯罪者の更生を図るため、世論を
啓発指導し、社会環境を改善し、犯罪の予防を目的とする地方の住民の活動を助長するこ
とに、努めなければならない。
　昭和 27 年 7 月 31 日法律第 368 号による改正では、次のような規定に改められている。
第十八条（保護観察所）第二項（※第 1、第 3 項省略。下線部筆者。）
　保護観察所は、左の事務をつかさどる。
二　犯罪の予防を図るため、世論を啓発指導し、社会環境の改善に努め、及び犯罪の予防
を目的とする地方の住民の活動を助長すること。
　改正以前も改正後においても、犯罪予防活動の具体的内容として、①世論を啓発指導
する②社会環境を改善する③犯罪の予防を目的とする地方の住民の活動を助長する、こ
とと変化はない。しかし、これらの活動の目的が改正前は「犯罪者の更生を図るため」
とされていたものが、改正後は「犯罪の予防を図るため」とされたことに大きな違いが
見て取れ、犯罪予防の目的、位置づけにおいて実質的に重大な改正が行われた（吉田
1966・4）と考えられる。これは犯罪予防活動が、単に犯罪者の再犯防止という目的の
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ために実施されることから、そもそも犯罪が発生しない社会環境を目指すという活動と
して認識されることであり、これについて吉田は、「犯罪や非行をした者以外の、前犯罪
者または前非行者（pre-criminal or pre-delinquent）、近犯罪者または近非行者（near 
criminal or near delinquent）、等の領域まで、さらには、より一般的に、社会人（地方
住民―地域住民）に対する世論の啓発指導、環境の改善、地域浄化、健全育成及び組織
化（community organization）等の活動にも積極的に関心を持ち、働きかけることが要
請されるに至ったこと等にある 6」と、犯罪予防活動におけるこの法改正の意義を整理し
た。
　さらに「犯罪者予防更生法」では「世論を啓発指導し」と規定されていたものが、現
行の『更生保護法』に至ると、
　第二十九条（所掌事務）第二項（※第 1、第 3 項省略。下線部筆者。）
　保護観察所は、次に掲げる事務をつかさどる。
　二　犯罪の予防を図るため、世論を啓発し、社会環境の改善に努め、及び地域住民の活
動を促進すること。
というように、『指導』という文言が削除され「世論を啓発し」に改められている。
　これは以前より『保護司法』（昭和 25 年 5 月 25 日法律第 204 号）においては、
第一条（保護司の使命）（※下線部筆者。）
　保護司は、社会奉仕の精神をもつて、犯罪をした者及び非行のある少年の改善更生を助
けるとともに、犯罪の予防のため世論の啓発に努め、もつて地域社会の浄化をはかり、個
人及び公共の福祉に寄与することを、その使命とする。
と規定されていることに倣い、更生保護の主務官庁である保護観察所も犯罪予防活動を
「指導」するという立場ではなく、保護司同様地域に（さらに）入りこんで活動してくこ
との必要性について重要な方向を示したといえよう。
　また更生保護法では、第二条第 2 項において、「地方公共団体がこれらの活動に対して
協力することができる」、との規定を明確化したので、更生保護における犯罪予防活動の
進展は地域において進展しやすい状況になったとはいえる。そして何より、犯罪者予防
更生法にあった文言とほぼ同じものである第 3 項の「国民の応分の寄与への努力」とい
う規定は、地域の人の理解と協力なくしては成立しえない更生保護活動の在り方の核心
をついているものであろう。
264 田園調布学園大学紀要
長谷川洋昭
第二条（国の責務等）（※下線部筆者。）
国は、前条の目的の実現に資する活動であって民間の団体又は個人により自発的に行われ
るものを促進し、これらの者と連携協力するとともに、更生保護に対する国民の理解を深め、
かつ、その協力を得るように努めなければならない。
2　地方公共団体は、前項の活動が地域社会の安全及び住民福祉の向上に寄与するもので
あることにかんがみ、これに対して必要な協力をすることができる。
3　国民は、前条の目的を達成するため、その地位と能力に応じた寄与をするように努め
なければならない。
Ⅱ　更生保護における犯罪予防活動の推移
1 　社会を明るくする運動前史（戦前編）
　犯罪や犯罪者に対して世人の眼は厳しい。高齢者や障害者の抱える社会的困難に「自
業自得」「自己責任」との言葉は誰も吐かないが、こと「犯罪者」になると事情は変わっ
てくる。多くの人が彼らに嫌悪と恐怖を抱き、自分とは無関係な存在として、また干渉
したくない存在として彼らを排除しようとするだろう。これは彼らが死刑にならない限
りはいつかは我々の地域社会に戻ってくるとは想像が難く、彼らが健全な社会人として
我々と社会生活を営むか、もしくは再び罪を犯すかという問題が、彼ら自身の問題だけ
でなく我々の地域社会全体の問題でもある、ということに意識がされにくいことにある。
　一般社会からは忌避される「犯罪者」を排除しようとする姿勢は、有史以来続いてき
たものであろう。しかしながら社会科学の進歩により、刑罰を受けることのみで人は更
生することはできず、地域社会の理解と協力のもとで支えられながら更生の道を歩むこ
とが望ましいことが示されるようになった。この罪を犯した者への支援の必要性を訴え
てきた更生保護における犯罪予防活動について、その系譜を次に整理してみる。
　まず挙げられるのは、大正 14（1925）年に始まった「保護デー」である。これは、
明治天皇崩御に伴って出された御大喪恩赦により多くの人が釈放されたことにより、世
に釈放者保護事業の必要性が認識されたことにちなんだものであった。恩赦の詔勅が出
された9月13日を期して釈放者保護事業の宣伝活動が行われている。次に、昭和3（1928）
年に始まった「少年保護デー」である。これは、旧少年保護法が公布された 4 月 17 日
を期して、少年保護思想の普及宣伝が行われたものである。そしてこれらは昭和12（1937）
年度以降それぞれ「司法保護記念日」「少年保護記念日」として名称を変え、昭和 27（1952）
年に両者を統合した「更生保護記念日（11 月 27 日）7」が制定されるまで継続していく
ことになるが、これらは行政主導のキャンペーンの域を超えてはおらず、更生保護思想
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の「啓蒙」には一定の役割を果たしたが、現在の犯罪予防活動の柱の一つとなっている
社会環境の浄化を目的とする活動までには至っていない。
2 　社会を明るくする運動前史（戦後萌芽期）
　戦後、犯罪者予防更生法が昭和 24（1949）年 5 月 31 日に公布されるにあたって、「矯
正保護強調運動」が 4 月から 1 ヶ月にわたって展開された。そして現在の「社会を明る
くする運動」の嚆矢となる「犯罪者予防更生法実施記念フェアー（銀座フェアー）」が同
年 7 月 13 日から 1 週間実施された。これは同法の趣旨に賛同した銀座商店街の約 600
件の組合員たちが、「銀座の文化的向上」、「犯罪予防思想の徹底」、「保護少年たちのため
のサマースクールの開設資金の造成」などを目的に掲げ、バンドコンクールやのど自慢
大会などのイベントを、地域住民自らの手で企画・運営された、という点で更生保護史
上特筆すべき出来事である。翌 25 年 7 月 1 日から 10 日間は、犯罪者予防更生法施行 1
年を記念した「矯正保護キャンペーン」が実施されている。そして現在に至る「社会を
明るくする運動」が、法務省主唱により昭和 26（1951）年 7 月 1 日から実施されるこ
ととなる。戦前までの「保護デー」「少年保護デー」そして戦後の「矯正保護キャンペー
ン」などは行政主導の活動であり、その活動の主眼は更生保護思想の「啓蒙」「普及宣伝」
に据えられていることが、当時の数々の文献から読み取れる。
　平成 22（2010）年度で第 60 回を数える「社会を明るくする運動」は、上記の犯罪予
防運動の系譜の上に至っているが、法務省主唱
0 0
の国民運動としての形態であり、国民が
それぞれの立場に応じて更生保護に協力していこうと地域住民が中心となって企画運営
することに特徴があるといえよう。この形態は、「犯罪者予防更生法」の第一条第二項に、
「すべて国民は、前項の目的を達成するために、その地位と能力に応じ、それぞれ応分の
寄与をするように努めなければならない。」と規定されたことが大きいと考えられている。
実際「銀座フェアー」の開催にあたっては、この法律の趣旨に大いに賛同した商店街の人々
が自発的に資金と時間を提供し、非行と犯罪のない社会づくりと、非行と犯罪を犯した
人の立ち直りを支援しようと動いた歴史的経緯がある。
3 　雑誌「更生保護」に見る、社会を明るくする運動のあゆみ
　更生保護における犯罪予防活動には、犯罪の一般予防的側面と特別予防的側面がある
ことは述べた。その両側面の啓発運動を担っているともいえる「社会を明るくする運動」
のあゆみについて、雑誌「更生保護」の記述を中心に概観する。
　「社会を明るくする運動」は、昭和 26（1951）年 7 月、当時の法務府の主唱により実
施された。開始された 7 月は、1 日と 2 日の両日にわたり旧赤坂離宮にて「犯罪者予防
更生法実施二周年・全国保護司大会」が開かれているが、雑誌「更生保護」を紐解くと
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その当時の大会の発言等が掲載されているが、社会を明るくする運動に関しては全く触
れられておらず、大会の「宣言」の中にすら盛り込まれていない。わずかに大会会長の
殖田俊吉氏の「挨拶」の中に「社会を明るくする運動」の名前が出てくるだけである8。
　第 5 回を迎える昭和 30（1955）年、法務省保護局調査連絡課長の島田善治氏は「第
5 回社会を明るくする運動について」のなかで、「（前略）保護観察の方法としては、社
会資源の活用の必要性はいうまでもない。そのためには社会福祉等の関係機関等の協力
が要請される。保護観察制度は刑事政策の面に社会政策をとりいれた制度として理解さ
れるのであり懲罰に代えるに愛情をもつて犯罪者の更生を助ける制度であり、国の愛情
の現われである社会福祉制度とマッチする部分がきわめて多いという認識は漸次深まり
つつあるのである（後略）9」と述べているが、すでにこの時代においてもいわゆる「司
法と福祉の連携」の必要性が現場の実務者から主張されていたことは興味深い。
3－1　運動の伸張と『マンネリズム』
　現在社会を明るくする運動の内容が「マンネリズム化」していると評されて久しいが、
第 12 回を迎える昭和 37（1962）年に、初めてこの「マンネリズム」という言葉が雑誌「更
生保護」に記載されている。「今年の社会を明るくする運動はどのように行なうか」と題
した中央実施委員会事務局の文章中に「最近、この運動もマンネリズムに陥つたという
声もないではない。」との遠慮がちな表現であるが、その後も「まだ残念ながらこの運動
の趣旨が、国民の各層に十分に浸透し理解されているとは、申せないのであります 10。」
などの表現が例年多く見られるようになり、第 26 回を迎えた昭和 51（1976）年には、
いよいよ中央実施委員会委員長である法務事務次官の巻頭挨拶にも「幾分マンネリ化の
傾向が見られ」という文言が現れた。この前後の年から保護局調査連絡課の「振り返り」
の文中に「マンネリ化」に類する表現が頻出し、近年に至るまで常に顔をのぞかせるこ
とになる。この「マンネリ化」について、片桐（1952）は「ともすれば新しさを追う気
分的な空気が、このくりかえし
0 0 0 0 0
を古いものとしてかたず
ママ
けてしまいたがるようだ。私は、
毎年同じことを何度も、何度もくりかえすことこそ、この運動を非常に大きく社会に認
識さすことになると思う。」と記したが、これはこれからやっと第 2 回目の社会を明るく
する運動を実施しようという昭和 27（1952）年 4 月の段階での文章である。続けて「こ
の運動が日本のすみずみまでに及ぼすまでは、全く、同じことが何度も何度もくりかえ
されねばならない。従って私は、今年の運動も、又、来年の運動も、別に新しい企画を
望もうとはしない。既にこの運動のなさねばならないと思われる面での企画は出つくし
たと見ている。」と記した。
　このように運動創生期より言われた「マンネリズム」という言葉は昭和 30 年代後半か
ら昭和 50 年代あたりまで頻出していたが、昭和 50 年代後半から次第に文章上には登場
267第 5号　2010(平成22)年度
更生保護における犯罪予防活動の進展　－ 雑誌『更生保護』に見る「社会を明るくする運動」－
しなくなっていく。毎年の法務省保護局が発表する「振り返り」の中や識者の評を読むと、
先述した片桐の言が表現を変えて現れてきている。彼の先見は、社会を明るくする運動
の在り方に対して 60 年経った現在にも示唆に富んだものと言えよう。
3－2　更生保護における犯罪予防活動と乖離した「重点目標」「統一標語」の設定
　第 13 回の昭和 38（1963）年からは、「重点目標」を定め、また第 22 回の昭和 47（1972）
年からは、「統一標語」を定めるようになった（別表参照）。これを見ると、初めて重点
目標を定めた第 13 回から平成 8（1996）年の第 46 回まで第 15 回 11 を除き、一貫して「青
少年の非行防止」が掲げられていることに気づく。また同様に昭和47（1972）年から始まっ
た統一標語も、平成元（1989）年まで「非行」が掲げられている。
　そもそも社会を明るくする運動は、非行少年だけでなく罪を犯した成人の社会復帰に
対する地域の理解と協力を呼び掛けていく国民運動であるのに、前者の青少年にのみ特
化したもしくは強調した運動となることにより、「誰に対して何を訴える運動なのか」が、
国民だけでなく更生保護関係者自身も不明になっていたのではないか。この運動目的の
曖昧さが、国民からは「何の運動か判らない」と評され、更生保護関係者自身は「マン
ネリ化している」との気持ちを起こさせていたのではあるまいか。
　そして重点目標を掲げて以来、初めて成人への支援を標榜したのは、「地域住民の理解
と協力により、罪を犯した人や非行に陥った少年の更生を支える（下線部筆者）」とした
平成 9（1997）年の第 47 回まで待つことになる。以後、平成 16（2004）年の第 54 回
と次年度の第 57 回を除き、「青少年」と「成人」両方の視点を組み入れた重点目標を掲
げることになった 12。
　さらに平成 12（2001）年の第 50 回から平成 14（2003）年の第 52 回まで、地域に
おける活動の「キーコンセプト」として『子ども生き生きネットワーク』というものを
設定しているが、「重点課題」「統一標語」そして「キーコンセプト」と 3 つも並列すれば、
運動そのものの焦点をぼやかしてしまう虞れを危惧する。ましてやこの「キーコンセプト」
は「子ども」を対象としていることからも、更生保護における犯罪予防活動のものとし
ては偏りのあるものとの謗りは免れまい。同じくこれは「統一標語」にも見て取れる。
　統一標語が制定された昭和 47（1972）年の第 22 回から平成元（1989）年の第 39 回
の文言を見ると全て「少年非行」をのみ示している。そして平成 2（1990）年の第 40
回から平成 18（2006）年の第 56 回までは『ふれあいと対話が築く明るい社会』という、
この標語だけ見れば一体何の標語で、何を目指すのかが全く示されないものではないか。
　これらのように運動の目的として掲げるものが曖昧模糊としたものであるから、運動
の本来の趣旨が国民に伝わりにくかったと考えられる。このことは次節（3－3）で示す
ように、今までの世論調査の結果を見ても明らかであろう。
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3－3　社会的認知が高まらない大きな要因と考えられるもの
　国際児童年の昭和 54（1979）年より、総務庁の主唱により『青少年を非行から守る
全国強調月間（平成 10 年度より「青少年の非行問題に取り組む全国強調月間」、平成 22
年度より「青少年の非行・被害防止全国強調月間」と名称変更）』が始まった。これは関
係省庁、関係団体、地域住民が、青少年の非行防止と保護のための施策と活動を連携し
て実施する月間であるが、社会を明るくする運動と同じ 7 月を強調月間としていること
から更生保護関係者の戸惑いは大きかった。「期せずして改めて本運動のあり方の問い直
しを求められたのは、意義深いものでもありました13」と法務省保護局調査連絡課が述
べるように、この出来事が社会を明るくする運動の来し方と行く末について更生保護関
係者をして考えさせる契機ともなっている。期間や内容の重複があることから、やはり
国の施策として一本化してほしいとの要望が各地の更生保護関係者から寄せられている
が、両者の運動の趣旨で「非行」という重複するところもあれば、成人対象者の更生と
いう社会を明るくする運動独自の役割もあることから、連携することにより一層幅広い
運動に進展することができる、と雑誌「更生保護14」で法務省は伝えている。
　このように犯罪や非行の防止という活動は、様々な団体が取り組んでいる中、果たし
て「社会を明るくする運動」はどこに向かうべきなのか、昭和 50 年代『青少年を非行か
ら守る全国強調月間』が並列し始めるころから論議が活発になっている。「重点目標」に
「更生」という言葉が使用されたのは重点目標が設定された 1 年目（第 13 回）と 2 年目
だけであったのが、総務庁『青少年を非行から守る全国強調月間』が実施された翌年昭
和 55（1980）年の第 30 回からは、「更生」「立ち直り15」という言葉を現在に至るまで
毎年用いるようになった。これは更生保護関係者が社会を明るくする運動について「更
生保護における犯罪予防活動である」という立ち位置を改めて明確にしようとした姿勢
の表れではないだろうか。
　このように運動の主体者からも、運動の意義や効果などについて疑問や時には不満も
表明されたが、当然関係団体からも意見は上がってくる。例えば日本弁護士連合会は、
更生保護制度上の問題点を上げるなかで、「抽象的には意義のあることは間違いなく、歴
史的にみれば更生保護制度の社会への浸透に果たした役割もそれなりにある」としつつ
も、「貴重な人的資源である保護観察官や一部の保護司の時間を大幅に奪っている」と指
摘し、「歴史的役割は終えたと思われ、費用・労力対効果の点で疑問があり、その廃止を
検討すべきである。」と提言した16。また過去の世論調査を見てみると、「社会を明るく
する運動」の認知度は次の通りである。
　① 　昭和 46（1971）年の『更生保護事業に関する世論調査』（8 月 19 日から 8 月 25
日実施）
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　　・「聞いたことがあるか」との問いに、「ある」が 65.9%、「ない」が 34.1% である。
　②　平成元（1989）年の『更生保護に関する世論調査』（11 月 22 日から 12 月 3 日実施）
　　・「見聞きしたことがあるか」との問いに、「ある」が 60.3%、「ない」が 36.4% である。
　③ 　平成 21（2009）年の『基本的法制度に関する世論調査』（11 月 26 日～ 12 月 6
日実施）
　　・「聞いたことがあるか」との問いに、「ある」が 39.1％、「ない」が 60.2％である。
　　・ この調査で「ある」と答えた者のうち、「言葉の意味を知っている」が 16.4％、「意
味は知らないが、言葉は聞いたことがある」が 22.7％となっている。
　このように過去 3 回の世論調査をみると、時代が下るごとに「聞いたこともない」と
答えた人の比率が高まっていることが分かる。その理由は一概に決することはできない
が、筆者は前節（3－2）で示した通り、「重点目標」や「統一標語」に問題の一端がある
のではないかと考えている。
　昭和 46 年の世論調査時の社会を明るくする運動は第 21 回。これは「重点目標」を定
めて 9 回目の年にあたる。この 9 年間に掲げた重点目標の中にはほぼ「青少年の非行防
止」という言葉が入っており、昭和 26 年の開始以来、本来の運動の趣旨とは外れながら
も社会全般にその活動は知られていたことになる。次の平成元年の世論調査時は第 39 回
にあたり、この時点でも「聞いたことがある」と答えた人は 6 割を超えている。「重点目標」
はやはり「非行防止」がキーワードであるが、昭和 47 年から始まった「統一標語」を精
査してみると、こちらもやはり「非行防止」がテーマであるが、昭和 55（1980）年か
ら当該世論調査のある平成元年まで 10 年間変わらず、一貫して『防ごう非行 助けよう
立ち直り』という標語を用いている。これもやはり本来の運動の趣旨とは外れてはいるが、
社会に対しては一定のメッセージは伝わっていたと考えることができる。
　このような視点で平成 21 年の世論調査までの「統一標語」を見ると、平成 2（1990）
年から平成 18（2006）年までの 17 年間は『ふれあいと　対話が築く　明るい社会』と
なっている。この標語だけ見ては、なかなか「更生保護における犯罪予防活動」の運動
標語とは受け取られないであろうし、そのことも一因となって平成 21 年の世論調査結果
に現れたのではないか。更生保護法第二条第 3 項に「国民は、前条の目的を達成するため、
その地位と能力に応じた寄与をするように努めなければならない」とあるように、国民
運動としての「社会を明るくする運動」も、地域の各層からの理解と協力を得られるよ
うに明快で端的なメッセージを発する必要がある。
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別表　「社会を明るくする運動」の「重点目標」および「統一標語」一覧
ᖺ ᅇ 㔜Ⅼ┠ᶆ ⤫୍ᶆㄒ ഛ⪃
㻞㻢 㻝
䡚 䡚
㻟㻤 㻝㻟 㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ䛸ಖㆤ᭦⏕ 䛂㔜Ⅼ┠ᶆ䛃䛜㛤ጞ䛥䜜䜛䚹
㻟㻥 㻝㻠 㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ䛸ಖㆤ᭦⏕
㻠㻜 㻝㻡 ᭀຊ䛾᤼㝖䛸᭦⏕ಖㆤ䛾ᙉ໬
䛂ᭀຊ䛃䛸䛔䛖≉ᐃ䛾≢⨥
⾜Ⅽ䛻䛴䛔䛶ゝཬ䛧䛯၏
୍䛾ᖺ䚹
㻠㻝 㻝㻢 㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ
㻠㻞 㻝㻣 㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ
㻠㻟 㻝㻤 ♫఍⎔ቃ䛾ί໬䛸㟷ᑡᖺ㠀⾜䛾㜵Ṇ
㻠㻠 㻝㻥 㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ䛸♫఍ⓗ㐃ᖏ䛾ᙉ໬
㻠㻡 㻞㻜 ♫఍ⓗ㐃ᖏ䛾ᙉ໬䛸㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ
㻠㻢 㻞㻝 㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ䛸ఫẸ䛾ཧຍ 䛂᭦⏕ಖㆤ஦ᴗ䛻㛵䛩䜛ୡㄽㄪᰝ䛃ᐇ᪋
㻠㻣 㻞㻞 ఫẸཧຍ䛻䜘䜛㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ ఫẸ䛾ຊ䛷㜵䛤䛖ᑡᖺ㠀⾜ 䛂⤫୍ᶆㄒ䛃䛜㛤ጞ䛥䜜䜛䚹
㻠㻤 㻞㻟 㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ䛾䛯䜑䛾ᆅᇦάື䛾ಁ㐍 䛒䛯䛯䛛䛔䛒䛺䛯䛾ᚰ䛜㠀⾜䜢㜵䛠
㻠㻥 㻞㻠 㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ䛾䛯䜑䛾ᆅᇦάື䛾ಁ㐍 ᡭ䜢䛴䛺䛞⠏䛣䛖㠀⾜䛾䛺䛔♫఍
㻡㻜 㻞㻡 ᆅᇦఫẸ䛾㐃ᖏ䛻䜘䜛㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ ຓ䛡ྜ䛖ᚰ䛸ᚰ䛜㠀⾜䜢㜵䛠
㻡㻝 㻞㻢 㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇάື䛾᥎㐍 䛴䛺䛞ྜ䛖ᡭ䛸ᡭ䛷㠀⾜䛾䛺䛔♫఍
ἲົ஦ົḟᐁ䛾ᕳ㢌ᣵ
ᣜ䛻䛂ᗄศ䝬䞁䝛䝸໬䛾
ഴྥ䛜ぢ䜙䜜䛃䛸䛔䛖ᩥ
ゝ䛜⌧䜜䜛䚹
㻡㻞 㻞㻣 ᆅᇦ♫఍䛻䛚䛡䜛㟷ᑡᖺ㠀⾜䛾㜵Ṇ ⏫䛠䜛䜏᦬䜒䛖㠀⾜䛿ⱆ䛾䛖䛱䛻
㻡㻟 㻞㻤 ᆅᇦάື䛾᥎㐍䛻䜘䜛㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ ឡ䛾ᡭ䛷⠏䛟㠀⾜䛾䛺䛔♫఍
㻡㻠 㻞㻥 ᆅᇦάື䛾᥎㐍䛻䜘䜛㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ 㜵䛤䛖㠀⾜䚸䛒䛺䛯䛸䜟䛯䛧䛾䛴䛺䛠ᡭ䛷
⥲ົᗇ䛄㟷ᑡᖺ䜢㠀⾜䛛
䜙Ᏺ䜛඲ᅜᙉㄪ᭶㛫䛅䛜
㛤ጞ䛥䜜䜛䚹
㻡㻡 㻟㻜 㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ䛸᭦⏕䛾ಁ㐍 㜵䛤䛖㠀⾜ຓ䛡䜘䛖❧䛱┤䜚
㻡㻢 㻟㻝 ఫẸ䛾㐃ᖏ䛻䜘䜛㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ䛸᭦⏕䛾᥼ຓ 㜵䛤䛖㠀⾜ຓ䛡䜘䛖❧䛱┤䜚
㻡㻣 㻟㻞 ఫẸ䛾㐃ᖏ䛻䜘䜛㟷ᑡᖺ䛾㠀⾜㜵Ṇ䛸᭦⏕䛾᥼ຓ 㜵䛤䛖㠀⾜ຓ䛡䜘䛖❧䛱┤䜚
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年 回 重点目標 統一標語 備考
58 33 住民の連帯による青少年の非行防止と更生の援助 防ごう非行助けよう立ち直り
59 34 住民の連帯による青少年の非行防止と更生の援助 防ごう非行助けよう立ち直り
60 35 住民の連帯による青少年の非行防止と更生の援助 防ごう非行助けよう立ち直り
61 36 住民の連帯による青少年の非行防止と更生の援助 防ごう非行助けよう立ち直り
62 37 住民の連帯による青少年の非行防止と更生の援助 防ごう非行助けよう立ち直り
63 38 住民の連帯による青少年の非行防止と更生の援助 防ごう非行助けよう立ち直り
1 39 住民の連帯による青少年の非行防止と更生の援助 防ごう非行助けよう立ち直り
「更生保護に関する世
論調査」実施
2 40 少年の非行防止と更生の援助のため、地域住民の理解と参加を求める ふれあいと対話が築く明るい社会
3 41 少年の非行防止と更生の援助のため、地域住民の理解と参加を求める ふれあいと対話が築く明るい社会
4 42 少年の非行防止と更生の援助のため、地域住民の理解と参加を求める ふれあいと対話が築く明るい社会
5 43 少年の非行防止と更生の援助のため、地域住民の理解と参加を求める ふれあいと対話が築く明るい社会
6 44 少年の非行防止と更生の援助のため、地域住民の理解と参加を求める ふれあいと対話が築く明るい社会
7 45 少年の非行防止と更生の援助のため、地域住民の理解と参加を求める ふれあいと対話が築く明るい社会
8 46 少年の非行防止と更生の援助のため、地域住民の理解と参加を求める ふれあいと対話が築く明るい社会
9 47
地域住民の理解と協力により、罪を犯した人や非
行に陥った少年の更生を支える ふれあいと対話が築く明るい社会
運動開始以来、「非
行」だけではなく、「犯
罪を行なった人」との
言葉が初めて使われ
る。
10 48
地域住民の理解と協力により、犯罪・非行を防止
し、罪を犯した人や非行に陥った少年の更生を支
える
ふれあいと対話が築く明るい社会
保護司法が改正され、
保護司組織が法定化
される。
11 49
地域住民の理解と協力により、犯罪・非行を防止
し、罪を犯した人や非行に陥った少年の更生を支
える
ふれあいと対話が築く明るい社会
12 50
犯罪や非行を防止するとともに、罪を犯した人や非
行に陥った人の更生を支え、ふれあいのある明る
い地域づくりに参画する
ふれあいと対話が築く明るい社会
地域における活動の
「キーコンセプト」として
『子ども生き生きネット
ワーク』というものを設
定。
13 51
犯罪や非行を防止し、罪を犯した人や非行をした
少年の更生を支え、「いきいき」とした明るい地域づ
くりに参画する
ふれあいと対話が築く明るい社会
地域における活動の
「キーコンセプト」として
『子ども生き生きネット
ワーク』というものを設
定。
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Ⅲ　これからの社会を明るくする運動
　平成 22 年（2010）度は社会を明るくする運動の第 60 回を印す記念すべき年である。
それを迎えるにあたり、平成 21 年、「地域に根ざした国民運動として一層の推進を図る
ため 17」に社会を明るくする運動の趣旨を分かりやすく表わす新名称を募集することに
なった。募集期間は同年 7 月 1 日から 31 日までで、全国から 2，898 件の応募があっ
たという。選考基準は、①運動の趣旨を分かりやすく表わしていること②覚えやすい名
称であること、として候補作品 23 点を選出した。しかしながら第二次選考の選考委員会
の席上、「既に“社会を明るくする運動”という名称は社会的に定着していることから、
現名称はそのまま継続しつつ、副題として地域や立ち直りといったキーワードを盛り込
年 回 重点目標 統一標語 備考
14 52
犯罪や非行を防止し、罪を犯した人や非行を
した少年の更生を支え、人々が支え合って生
きていく明るい地域づくりに参画する
ふれあいと対話が築く明るい社会
地域における活動の
「キーコンセプト」として
『子ども生き生きネット
ワーク』というものを設
定。
15 53
犯罪や非行を防止し、罪を犯した人や非行を
した少年の更生を支え、人々が支え合って生
きていく明るい地域づくりに参画する
ふれあいと対話が築く明るい社会
16 54 地域活動の推進による少年の非行防止と更生の援助 ふれあいと対話が築く明るい社会
「重点目標」が「少年の
非行防止」。「罪を犯した
人」が含まれないのは近
年の例外である。
17 55 地域活動の推進による少年の非行防止と更生の援助 ふれあいと対話が築く明るい社会
「重点目標」が「少年の
非行防止」。「罪を犯した
人」が含まれないのは近
年の例外である。
18 56 犯罪・非行の防止と更生の援助のため、地域住民の理解と参加を求める ふれあいと対話が築く明るい社会
19 57 犯罪・非行の防止と更生の援助のため、地域住民の理解と参加を求める 防ごう犯罪と非行助けよう立ち直り
20 58 犯罪・非行の防止と更生の援助のため、地域住民の理解と参加を求める 防ごう犯罪と非行助けよう立ち直り 更生保護法施行
21 59
（行動目標）「犯罪や非行をした人の立ち直り
を支えよう」「犯罪や非行に陥らないよう地域
社会で支えよう」「これらの点について、地域
社会の理解が得られるように協力しよう」
（重点事項）「犯罪や非行をした人たちの就労
支援」
あやまちは繰り返さない見逃さない
・「基本的法制度に関す
る世論調査」実施。
・「重点目標」→「行動目
標」と「重点目標」へ具
体化。
22 60
（行動目標）「犯罪や非行をした人の立ち直り
を支えよう」「犯罪や非行に陥らないよう地域
社会で支えよう」「これらの点について、地域
社会の理解が得られるように協力しよう」
（重点事項）「立ち直りを支える取組について
の理解促進」 「犯罪や非行をした人たちの就
労支援」
犯罪や非行を防止し、立ち直りを支え
る地域のチカラ
中央実施委員長に、法
務大臣が就任する。(従
前は法務事務次官)
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んだ運動の趣旨を分かりやすく説明したものはどうか 18」との意見が多く出され、結局
今までの運動名に副題として「～犯罪や非行を防止し、立ち直りを支える地域のチカラ～」
を付記したものに決定した。この決定に至る過程の一貫性の無さはさておき、この副題
は今までの運動の趣旨をよく伝えているものだと感じる。60 回も続いたこの運動の名前
を全く変更してしまっていたなら、社会的認知も一からのスタートに等しかったであろ
う。
1 　社会情勢と地域情勢に応じた運動方針策定の必要性
　この度の名称変更の過程は、更生保護関係者自身に対しても「社会を明るくする運動」
の目的を再確認することに貢献したが、これからの運動の方針を見定めていくためには
しっかりとした社会や地域の状況判断と他者（他団体）との相関図を描けなければなら
ない。問題なのは「マンネリズム化」ではなく「ルーティンワーク化」していないか、
ということである。
　雑誌「更生保護」では毎年社会を明るくする運動を実施するにあたって、法務省保護
局更生保護振興課が運動の趣旨やその年の重点目標などについてページを割いているが、
例えばこの度（平成 22 年）の第 60 回という節目の号 19 には次のように記してある。「（前
略）犯罪や非行をした人の再犯・再非行をいかに防ぎ、犯罪や非行のない社会をどのよ
うに実現していくかが急務の課題となっています。こうした背景には、家庭の教育機能
の低下や、都市化に伴う人間関係の希薄化によって地域の犯罪や非行を抑止する力が減
退しているとの指摘もあります。（下線筆者）」このようなフレーズは、社会を明るくす
る運動の初期から繰り返し何度も雑誌「更生保護」にて法務省は述べて来た。「家庭の教
育力の低下」「都市化による人間関係の希薄化」に関して、更生保護の分野では、すでに
昭和 8 年の時点において、「然るに、近時家族制度が次第に崩壊し殊に都会地に於
ママ
ては、
各人が孤立する状態となり、又経済的不況の結果家族の相互扶助が非常に困難となった
ので、我国に於
ママ
ても、犯罪者を社会全体が救済予防しなければならぬ様になつ
ママ
たので今
や司法保護事業は我国の社会事情に鑑み益々必要となつ
ママ
たのである。20（下線筆者）」との
記述がみられる。更生保護関係者が何を問題ととらえ、何を国民全体で取り組んでいこ
うとするのかという、｢ 運動の趣旨 ｣ と「運動の目的」を的確に判断していなければ、い
つまでたっても国民から理解されない「国民運動」であり続けるだろう。
2 　運動における発想の転換を
　萩原（1973）は、その当時の社会を明るくする運動が「十分に成果をあげることがで
きなかった原因」「本質的誤り」として、「戦前の特に農村に見られたような“共同体的
地域社会”を理想とし、現代の都市的社会を積極的に評価していない。つまりここにあ
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らわれている考え方は、都市化してきている生活様式の中に、村落的生活様式を持ち込
もうとするものであって、これによって、かえって混乱が生ずることが予想される。む
しろここで必要とされるのは、変動し続ける社会にあって、新しい社会関係（地域社会
における住民の人間関係）を模索していくことである。」とし、「かなり時代錯誤的発想
法から出発し、その誤りゆえに形式的運動に終始していることが明らか」だと述べた21。
　この萩原の指摘することは、40 年近く経った現在においても変わっていないのではな
いだろうか。先述したが、「核家族化の進行による家庭の教育力の低下」「都市化による
人間関係の希薄化」といったようなフレーズが、雑誌「更生保護」では未だに続いてい
るような状況では、更生保護法（第二十九条）や保護司法（第一条）に規定されている、
犯罪予防に関する「世論を啓発」することは出来ないだろう。なぜならば、現在の社会
や地域の在り様を先入観なく把握し介入できなければ、全くもってドン・キホーテのよ
うな振る舞いになってしまうからである。ただでさえ運動の実施にあたっては保護観察
所の主任官・保護司会・各保護司と大変な労力と時間を割かれているのであるから、息
の長い運動とはいえ、やはり効果をあげることを目指して方針を立てるべきである。
　現在は法務省が「主唱」という形で地方公共団体や保護司会、住民の主体性を尊重す
る形式をとっており、「国民運動」という体裁での意義はある。しかし、矛盾しているよ
うであるが、例えば法務省「主催」によるもう少しキャンペーン的な要素の部分も強め
ることを考えてみるなど、ここでも同様に発想の転換を考えてみる時期に来ているやも
しれない。
3 　まとめとして
　平成 22 年現在、わが国における更生保護活動の処遇の第一線には、保護観察官が約
800 人、保護司は約 4 万 8 千人が従事している。保護司法第 2 条 3 で「保護区ごとの保
護司の定数は、法務大臣がその土地の人口、経済、犯罪の状況その他の事情を考慮して
定める。」と規定されているように、更生保護活動は地域性を把握した上で実施すること
が前提であり、地域に密着しその実情を熟知している保護司を中心としたわが国の処遇
形態は、国際的に見ても誇れるものであるといえる。また一般国民の自発的活動に端を
発した「社会を明るくする運動」の動員数は例年全国で約 300 万人にも上り、ＢＢＳ会・
更生保護女性会、そして協力雇用主などさまざまな立場から更生保護活動は支えられて
いる。
　このように犯罪や非行をした人の立ち直り・犯罪予防に関する理解についての土壌作
りの素地は、豊かに地域に拡がっていると思われるが、ややもすると「自分とは関係が
ない」と捉えられがちなテーマであるので、恒常的な働きかけが必要となってくる。そ
う考えると地域で展開する社会を明るくする運動の役割は、更生保護活動の興廃に関わ
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る重要な意味を持つのである。第 60 回にあたり「～犯罪や非行を防止し、立ち直りを支
える地域のチカラ～」という副題がついたが、これは「犯罪・非行の防止」と「更生援助」
という更生保護における犯罪予防活動の 2 つのコンセプトがしっかり入り、かつその達
成のためになくてはならない「地域」の存在も明記されている。更生保護における犯罪
予防の必要性は自分の地域社会と切り離せない問題だと国民誰もが意識できるよう、「マ
ンネリズム」を恐れず明確なコンセプトを強く発信し続ける必要があると考える。
＜注＞
1　 警察法第二条（警察の責務）警察は、個人の生命、身体及び財産の保護に任じ、犯罪の予防、鎮圧及び捜査、
被疑者の逮捕、交通の取締その他公共の安全と秩序の維持に当ることをもつてその責務とする。（下線部筆者）
2　自由刑の執行方法を、世界で初めて法律で規定した。「受刑者のマグナ・カルタ」と呼ばれる。
3　 平成 16 ～ 17 年前後に頻発した保護観察対象者による残忍な事件が、更生保護制度充実への世論を興したとい
う背景もある。
4　 「基本的法制度に関する世論調査」死刑制度、公訴時効制度及び更生保護に関する国民の意識を調査し、刑事
司法に関する施策等を検討する参考資料とすることが調査目的とされている。
5　犯罪学研究会編（1982）「犯罪学事典」成文堂，441 ページ
6　吉田次郎（1966）「犯罪予防活動のあり方」『更生保護と犯罪予防』1 巻 2 号，4 ページ
7　昭和 37（1962）年、法務省は犯罪者予防更生法の施行日に由来して、7 月 1 日を「更生保護の日」と制定した。
8　 約 2,000 語の挨拶文のなかで、「・・本日全國津々浦々に展開されている社会を明るくする運動の目標実現の日
は近きものがあると信ずる次第であります。」とあるのみである。
9　島田善治（1955）「社会を明るくする運動について」『更生保護』日本更生保護協会，第 6 巻第 5 号，16 ～ 17 ページ
10　日本更生保護協会（1965）『更生保護』，第 16 巻第 5 号，5 ページ
11　この時の重点目標は、「暴力の排除と更生保護の強化」であった。
12　平成 21（2009）年の第 59 回より、「行動目標」と「重点事項」に改められた。
13　日本更生保護協会（1980）『更生保護』，第 31 巻第 1 号，32 ページ
14　日本更生保護協会（1981）『更生保護』，第 32 巻第 1 号，29 ページ
15　 同じく「統一標語」に関しても、この年から「立ち直り」という言葉を使っている。（但し、「ふれあいと対話が築
く明るい社会」とした平成 2（1990）年～平成 18（2006）年までを除く。）
16　日本弁護士連合会「更生保護制度改革への意見」平成 18 年 1 月 19 日
17　日本更生保護協会（2009）『更生保護』，第 61 巻第 4 号，52 ページ
18　日本更生保護協会（2009）『更生保護』，第 61 巻第 4 号，53 ページ
19　日本更生保護協会（2009）『更生保護』，第 61 巻第 6 号，9 ページ
20　平野利（1933）「司法保護事業に就て」『司法研究 1 輯報告集』4
21　 萩原康生（1973）「社会を明るくする運動試論－更生保護における住民運動－」『更生保護と犯罪予防』，第 8
巻第 1 号，67 ページ
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